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課題山積の離婚後共同親権の見直しを求めよ 

出典：日テレ NEWS 
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前回に引き続き離婚後共同親権について、解消でき

ない懸念が山積している以上、子どもの最善の利益の

観点から国に見直しを迫るよう求めました。これに対し

て知事は主体的な判断をせず国の様子を伺うというだ

けの答弁でした。 

親権は子どもの支配権ではない 

【質問】親権は子どもの利益のために、監護・教育を行

ったり、子の財産を管理したりする権限や義務のこと

であり、親の子どもに対する支配権ではありません。

いま求められているのは、子どもを主体とした「親権」

の再定義です。子どもの意見表明権の明記、裁判官、

調査官の大幅増員など家庭裁判所の体制強化が不

可欠です。 

共同親権の導入に理解を示している日本産科婦人

科学会など４学会でさえ、離婚後も父母両方の親権

者の同意が必要になれば「生命・身体の保護に必要な

医療を実施することが不可能あるいは遅延することを

懸念」すると表明しています。 

今でさえ、家裁調査官や裁判官、児童相談所など

の人手不足が指摘されており、社会的養護の環境整

備も遅れている中で、一層の混乱を呼ぶ離婚後共同

親権の拙速な導入は子どもの最善の利益に資するも

のと考えることはできません。 

県でも、例えば児相がかかわる事案で離婚後共同

親権となっている場合、親権者の意見が異なった際に

どのように対応するのかなど苦慮する場面が出てくる

のではないでしょうか。 

そこで知事に伺います。２年後に施行となる離婚後

共同親権によって、これまでと異なる対応が必要とな

るものについてどのように想定しているのか、また離

婚後共同親権に対して示されている種々の懸念や危

険を排することが可能だと考えているのか伺います。

そして、子どもの最善の利益を考えるのであれば先般

成立した離婚後共同親権について、もう一度見直す

ことを国に求めるべきと考えますが、知事の認識をお

示しください。 

国の課題整理を見守るだけの県 

【答弁】「離婚後共同親権によって、これまでと異なる

対応が必要となるもの」については、例えば児童相談

所の業務などにおいて、離婚後共同親権の導入によ

り、父母双方の同意が必要となる、といったことは想

定されます。しかし、現時点ではまだ運用の詳細が示

されていないことから、国の検討状況や動向を注視し、

必要な情報収集に努めていきます。 

「離婚後共同親権に対して示されている種々の懸

念や危険を排することが可能」かについても同様に、

国の検討状況や動向を注視し、必要な情報収集に努

めていきます。 

なお、法律の見直しを国に求めることについては、

国における課題の整理や検討状況を注視している状

況であることから、現時点では考えておりません。 


